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本日の発表内容

1. Annex-15の概要

2. 最終報告書概要
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１. Annex-15の概要
（１）背景
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➢ Annex11の活動

◼ 議題は、水力発電設備の更新と増強

◼ 期間は、2010.9～2016.3

◼ 経済価値や安全性を改善するための更新・増強に関する70の好事例を収集

（10ヶ国）

◼ その中で、戦略的アセットマネジメントの重要性が認識

◼ 詳細に調査することが必要であると判断

➢ Annex15の活動

◼ 議題は、水力発電設備の保守と増強に関する意思決定

（Operating Agent :OA 執行責任者日本）

◼ 2016年より活動開始

◼ 水力設備のアセットマネジメントの手法や技術、更新・増強の意思決定過程、
資産価値向上の目標等に関する調査

◼ 2021年3月までに報告書を作成し、その後広報普及する予定
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4 資料分析

5 最終報告と広報普及

2021

Annex XV Expert Meeting

1 活動目標の提案

2018 2019 2020

2 活動内容の具体化

Items / Year 2016 2017

現地調査・文献調査

文献調査・アンケート調査

現在の状況
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➢ 活動目標
◼ 日本の電気事業者で実施されている保守の方法について、整理し紹介

◼ 参加国の電気事業者から設備の保守やアセットマネジメントに関する情報収集

◼ 先進的な取り組みをしていると思われる事例について、聞き取り調査により情報を入手

（3）活動目標と活動内容の具体化

➢ 活動内容の具体化
◼ 段階1- 資産管理や意思決定の手法と技術

各電気事業者が実施しているアセットマネジメントの事例を収集して、下記に示す
ような手法や技術を分類抽出

① 設備の性能、機能の向上に関する手法・技術

・設備保全方法、・設備の点検、診断、寿命予測、補修、更新等に関する新技術
・出力や効率の向上のための技術、・電力市場の変化に対応するための設備改善策

② 設備の価値の向上に関する手法・技術

リスクマネジメント、 補修、更新と比較の対象になった代替案
アセットマネジメントの計算ソフトウェア、 電力市場の変化に対応する運用方法改善策

◼ 段階2 – 資産価値向上の目標

前段階で取集した事例を整理して、意思決定の特徴を分類すると共に、アセットマネ
ジメントで資産価値を向上させるために重要な役割を果たしている目標を抽出。
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（４）日本におけるアセットマネジメントの考え方

日常的な保守管理

要因となる現象

リスク

対応策（技術）

コスト

便益

意思決定

➢ 経年劣化対応
水車発電機の更新工事、土木設備改修工事、廃止

➢ 災害対応（災害復旧、災害リスク低減）
洪水・豪雨、地震、公衆災害

➢ 社会的要請
環境対応、堆砂対策、治水協力、地元からの要請

➢ 効率化・運用見直し
収益増加、管理の省力化、運用の変更

➢ 水資源の有効活用
維持放流設備、既設水力発電設備、その他の設備

➢ 発電収益減・費用増高
➢ 第三者への影響・地元や漁協からの反発・周辺環境への影響他
➢ 補償金の請求・信頼度低下・株価への影響他

➢ 修繕
➢ 更新・増強
➢ 改造
➢ 再開発
➢ 廃止
➢ その他

➢ リスクマネジメント
• リスク保有
• リスク移転
• リスク低減
• リスク回避

➢ 定期点検
• 目視/計測

➢ 定期的な修繕

➢ 変状確認
➢ 異常値発生



◼ 意思決定の定義
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意思決定事項 内 容 

修繕 発電所主要構造物・設備、あるいは付属設備の緊急対応的な補修 

更新・増強 発電所主要構造物・設備、あるいは付属設備の計画的な更新・増強（発電関係） 

改造 発電所主要構造物・設備、あるいは付属設備の周辺の社会・自然環境の変化から

要求される改造（発電以外） 

再開発 他事業の開発および災害等による大規模な工事を伴う発電所の再開発 

廃止 発電所の廃止 

その他 運転・運用方法の変更、発電所主要構造物・設備、あるいは付属設備以外の建設 

 

• 発電所主要構造物：ダム、取水口、導水路、水槽、水圧管路、発電所建屋、機械装置基礎、放水路、放水口
• 発電所主要設備：電気設備（水車・発電機等）、機械設備（屋内クレーン、ゲート、スクリーン、鉄管等）
• 付属設備：上記の発電に直接関係しない設備



（5）意思決定フロー

アセットマネジメント

Annex XV : 水力発電設備の保守と増強に関する意思決定
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海外事例
20ヶ国56件
（豪・加・
米各11件）



２．最終報告書概要

(1)報告書目次

1. 前書き

2. 各国の水力発電事業者のアセットマネジメントの

取組み

3. 意思決定事例の概要と分析

3.1 方法論

3.2 事例収集結果

3.3 意思決定とキーポイントごとの要因分析

3.4 総合評価

4. 意思決定事例に基づく意思決定フローと関連技術

5. 提言
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(2)調査全体の流れ
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アセットマネジメント調査 意思決定の好事例の収集

電力事情

分析・評価（全体）

• 日本
• オーストラリア
• カナダ
• ニュージーランド
• アメリカ

Utilityにおけるヒア
リング

• 電力システム
• 電力に係る規制動向
• 水力の位置付け

• アセットマネジメントの導入時期とその内容
• メンテナンス・マニュアル
• 各構造物、電気機器のデータ計測状況
• 問題の発見
• どのような現象に対して会社は意思決定を行うか？
• 問題、事象の解析
• リスクアセスメント
• 意思決定の方法

分析・評価（国別）

• 意思決定とその要因
• 意思決定とリスクマネジメント
• 意思決定とその対象構造物
• 要因と対象構造物
• 要因分析

総合評価

• 日本
• オーストラ
リア

• カナダ
• アメリカ

提
言

受入

収集事例の多い国



(3)各国の水力発電事業者のアセットマネジメント
の取組み

1）調査実施国のアセットマネジメント概要

2)   調査実施国の電力事情比較

3）総括
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1）調査実施国のアセットマネジメント概要
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アメリカ、カナダ及びニュージーランド 日本（参考）

⚫ 規制要求/コンプライアンスの順守や安全性の確保、社会
的環境的課題への取組みに対する意識が高い。

⚫ AMプロセスは、部分的あるいは完全に実施されている。

⚫ いくつかの資産管理計画が整備されている。
（例）：中長期保守計画（5-15年）、年間保守計画 (1年）

利益計画(1年）他

⚫ 法令・規制順守が、品質管理の基本である。

⚫ AMプロセスには、課題、リスク、課題・リスク評価、優先順位、
処理、承認および実行まで、全ての構成要素が考慮されて
いる。

⚫ CBM (Condition Based Maintenance), RBM (Risk Based 
Maintenance), TBM (Time Based Maintenance）が導入され
ている。

⚫ 技術支援, 技術支援, プロジェクトマネジメント, 実施支援は、
基本的には、社内あるいは関連会社から提供される。

⚫ 社内のソフトウェアやシステムが使用されている。

⚫ 規制緩和が進んだ地域では、官製マニュアルもない状
況にあるが、やはりかつての規制が資産管理のベース
になっている。

⚫ アセットマネジメント（AM)導入のきっかけは、内部コ
スト削減の他、アセットの資産価値の維持向上。自由
化の進展に伴い、アセットの売買も活発する傾向。

⚫ 社内のデジタル化もAM導入要因。一元管理するデータ
ストレージセンターが必要。

⚫ マニュアル、チェックリストおよびデータ測定は、AM上不可欠

⚫ 電気機器の状況（特に温度、振動）を重視。構造物の
計測管理は規制緩和が進むと軽視されがちな傾向も有。

⚫ 汎用ソフトウエアを積極的に活用

⚫ ISO55001をアセットマネジメントの方法論のベースと
しているUtility有。(将来的に認証も目指すUtilityも。)

⚫ ISO55001の導入はカナダが進んでいる。ISO認証サ
ポート機関のCEATIもカナダが本拠地
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項目 日本 オーストラリア カナダ
アメリカ

ニュージーランド

水力のシェア 8％(kWh), 18.2% (kW) 6.6％(kWh), 13% (kW) 59％(kWh),56% (kW) 7 ％(kWh), 10 % (kW) 60.5％(kWh),58.3% (kW)

電力システム
・発送配分離
・電力小売り全面自由化
・卸電力市場

・2018年現在の供給体制は、
NEMを中心とした東部地域なら
びに西オーストラリア州、北部
準州の３つに大別
・東部地域と西オーストラリア
州では、発電、送電、配電、小
売の各部門に分割され、発電部
門と小売部門が自由化

・2017年末現在、10州のうち
ニューファンドランド州および
プリンスエドワード・アイラン
ド州を除く８州（ブリティッ
シュ・コロンビア州、オンタリ
オ州含む）で卸電力市場自由化
（送電線の開放）
・大規模な州営電気事業者の大
半は発電・送電・配電の部門制
あるいは会計上の分離を実施
・小売市場の全面自由化は2017
年末現在、アルバータ州および
オンタリオ州の2州のみ
・部分自由化は、ニューブラン
ズウィック州、ブリティッ
シュ・コロンビア州、ケベック
州の3州

・相対取引をベースとする市場
（南東部、南西部、西部山間部、
北西部）
・広域系統運用機関（独立系統
運用者：ISO、地域送電機関：
RTO）による組織的取引市場
（北東部、中部大西洋地域、中
西部、テキサス、カリフォルニ
アなど）

・1984年にニュージーランド電
力公社（ECNZ ）設立。
・1993年4月以降、同国では小
売事業を兼業していた配電事業
者による小売りの独占供給が廃
止され小売分野に競争原理が導
入
・1994年に自由化の範囲拡大と
共にECNZの送電子会社Trans 
powerが国有会社として分離独
立
・1996年にニュージーランド電
力市場（New Zealand 
Electricity Market: NZEM）が
創設
・同時にECNZが一部分割されコ
ンタクト・エナジーが設立
・1998年以降、ECNZのさらな
る分割や配電事業の企業化を経
て、送電・配電部門は発電・小
売部門から完全分離

電力規制
電気事業法
河川法

・電気事業規制は連邦レベルと
規制レベル
・従来は基本的に州政府が規制
していたが、1996年5月に全国
電力市場（NEM）が設立されて
以降は州政府の規制権限を弱め、
連邦レベルでの規制を拡大、広
域的な運営および事業者間の競
争を促す方向にある

・規制権限は州政府
・各州政府あるいは州政府から
独立した立場で公益事業委員会
が規制
・連邦政府の権限は、国際・州
際送電線の建設・運用、原子力
発電の開発に限定

連邦規制
・連邦エネルギー規制委員会
（FERC）
・連邦開拓局 (USBR)
・米国陸軍工兵隊 (USACE)
州規制
・州公益事業委員会

・電気法（Electricity Act 1992
）
・電気事業改革法（Electricity 
Reform Act 1998）

Utility（電気事業
者）

・送電事業者（卸電気事業者）
・発電事業者（卸電気事業者、
一般電気事業者、新電力、特定
電気事業者、卸供給事業者）
・一般送電事業者（一般電気事
業者）
・小売電気事業者（一般電気事
業者、新電力）
・登録特定送配電事業者（特定
電気事業者）
・特定送配電事業者（特定電気
事業者）
＊：（ ）内は電気事業法改正
前

・発電事業者については、「3万
kW以上の発電事業者
（Scheduled generator）」、
風力発電などの「3万kW以上の
間欠性発電事業者（Semi-
scheduled generator）」、「3
万kW未満の発電事業者（Non-
scheduled generator）」の3区
分
・

・州営電気事業者
・私営電気事業者
・地方自治体営電気事業者
・産業自家発
・独立系電気事業者（規制緩和
の進んでいるアルバータ州やオ
ンタリオ州など）

・発電、送電、配電事業のすべ
てあるいはその一部に従事する
私営事業者あるいは公営事業者
・私営電気事業者、連邦営電気
事業者、地方公営電気事業者、
共同組合営電気事業者に分類
（所有形態）
・発送配電一貫の垂直統合形態
をとる伝統的電気事業者（地元
自治体が特権付与）

・発電部門については、1987年
に誕生した国有電力公社である
ECNZ（Electricity Corporation 
of NZ）が起源のコンタクトエネ
ジー社をはじめとした5つの発電
事業者
・送電部門は国有企業であるト
ランスパワーがECNZからの独立
を経て送電事業を独占
・配電部門は公営を中心に29社
が存在する。
・小売部門については、大半の
小売事業者は発電事業者の子会
社で小売市場シェアの9割以上を
占める。

２) 調査実施国の電力事情比較



3）総括

➢調査実施国のうち、カナダ、ニュージーランドは水力が主要電源
である。

➢日本、オーストラリア、ニュージーランドでは発送配分離、自由
化が全国的に実施されているが、カナダ、アメリカでは州により
体制は異なる。

➢アメリカで水力が主要電源である地域は従来の規制区域に属する。
（大平洋岸北西部）

➢水力を取り巻く規制は、日本では河川管理者、カナダでは州政府、
アメリカではFERCが絶対的な権限を有する。
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(4) 要因分析 全体

15

1)意思決定とその要因

2)意思決定要因とリスクマネジメント

3)意思決定要因とその対象
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1)意思決定とその要因

要 因

計

意思決定 経年劣化 災害 社会的対応
効率化・運用見

直し
維持管理の不徹底

修繕 18 16 0 0 1 35

更新･増強 38 1 1 3 1 44

改造 35 16 29 4 1 85

再開発 11 1 11 0 0 23

廃止 2 0 1 0 0 3

その他 0 0 7 0 0 7

計 104 34 49 7 3 197

• 主な意思決定の要因は、経
年劣化、社会的対応、災害
である。

• 経年劣化による主な意思決
定は更新・増強、改造であ
る。

• 社会的対応による主な意思
決定は改造であるが、再開
発、「その他」といった意
思決定もなされている。

• 災害による主な意思決定は
修繕、改造である。

このうち社会的対応の内容に
ついて次ページに示す
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社会的対応の内容
• 社会的対応のうち、公共事業、第
三者被害防止、濁水対策、法令遵
守が主たる要因である。

➢ 但し、公共事業、濁水は
日本固有のもので、日本
の事例数が多いために大
きな割合を占めているこ
とに留意する必要がある。

• 公共事業による主な意思決定は再
開発である。

• 第三者被害防止による主な意思決
定は改造である。

• 濁水対策による主な意思決定は改
造である。

• 法令遵守による主な意思決定は、
改造と「その他」である。

社会的対応

意思決定

総計
修繕 更新増強 改造 再開発 廃止 その他

公共事業 0 0 3 9 0 0 12

環境対応 0 0 0 0 0 1 1

魚類保護 0 0 1 0 0 1 2

第三者被害防止 0 0 10 0 1 0 11

需給対応 0 1 0 1 0 1 3

濁水対策 0 0 8 0 0 0 8

設計基準変更 0 0 3 0 0 0 3

法令遵守 0 0 4 0 0 4 8

政情不安 0 0 0 1 0 0 1

総計 0 1 29 11 1 7 49



2)意思決定要因とリスクマネジメント
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• リスクマネジメン
トは回避と低減が
支配的である

• リスク回避のため
の意思決定要因は
経年劣化と社会的
対応である

• リスク低減のため
の意思決定要因は
経年劣化、社会的
対応、災害である

リスクマネジメント

総計

要因 回避 低減 移転 保有

経年劣化 75 29 0 1 105

災害 15 16 3 0 34

社会的対応 29 18 0 1 48

効率化・運用見直し 5 2 0 0 7

維持管理の不徹底 2 0 0 0 2

総計 126 65 3 2 196



3)意思決定要因とその対象構造物

19

• 主な意思決定要因は経
年劣化、社会的対応、
災害である。

• 経年劣化による意思決
定の主な対象は水車発
電機、水路、ダム、洪
水吐である。

• 社会的対応による意思
決定の主な対象は水路、
貯水池、全設備である。

• 災害による意思決定の
主な対象は水路、ダム、
洪水吐である。

対象構造物

要因
総計

経年劣化 災害
社会的対

応
効率化・運用見直し 維持管理の不徹底

a. ダム 16 6 2 0 1 25

b. 洪水吐 16 7 5 3 0 31

c. 貯水池 2 0 10 0 0 12

d. 水路 17 14 14 1 0 46

e. 水車発電機 28 0 1 1 1 31

f.  電気設備 4 0 0 1 0 5

g. ダム&水路 0 3 0 0 0 3

h. 水路＆水車発電機 4 0 3 0 0 7

i. 水車発電機 & 発電所建屋 5 1 3 1 1 11

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所
建屋

8 2 1 0 0 11

k. 全設備 4 1 7 0 0 12

l. その他 0 0 3 0 0 3

合計 104 34 49 7 3 197



（５） 総合評価
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1）好事例収集結果の比較（全体・国別評価）

2）総合評価



1) 好事例収集結果の比較（全体・国別評価）
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a) 意思決定とその要因
b) 社会的対応による意思決定
c) 意思決定とその対象
d) 意思決定要因とその対象



a) 意思決定とその要因

22

要 因

計
意思決定 経年劣化 災害 社会的対応

効率化・運用見直
し

維持管理の不
徹底

修繕 9.1%
8.1
%

0.0% 0.0% 0.5% 17.8%

更新･増
強

19.3%
0.5
%

0.5% 1.5% 0.5% 22.3%

改造 17.8%
8.1
%

14.7% 2.0% 0.5% 43.1%

再開発 5.6%
0.5
%

5.6% 0.0% 0.0% 11.7%

廃止 1.0%
0.0
%

0.5% 0.0% 0.0% 1.5%

その他 0.0%
0.0
%

3.6% 0.0% 0.0% 3.6%

計 52.8%
17.3
%

24.9% 3.6% 1.5% 100.0%

全体

要 因

計
意思決定経年劣化 災害

社会的対
応

効率化・運用見
直し

維持管理の不
徹底

修繕 10.7%
10.0

%
0.0% 0.0% 0.0% 20.7%

更新･増
強

10.7% 0.7% 0.0% 0.7% 0.0% 12.1%

改造 21.4%
10.7

%
17.1% 2.9% 0.0% 52.1%

再開発 6.4% 0.7% 6.4% 0.0% 0.0% 13.6%

廃止 0.7% 0.0% 0.7% 0.0% 0.0% 1.4%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

Total 50.0%
22.1

%
24.3% 3.6% 0.0%

100.0
%

日本

要 因

計
意思決定 経年劣化 災害 社会的対応

効率化・運用見直
し

維持管理の不
徹底

修繕 0.0%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

更新･増
強

27.3%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 27.3%

改造 27.3%
0.0
%

9.1% 0.0% 0.0% 36.4%

再開発 0.0%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

廃止 9.1%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 9.1%

その他 0.0%
0.0
%

27.3% 0.0% 0.0% 27.3%

計 63.6%
0.0
%

36.4% 0.0% 0.0% 100.0%

オーストラリア

意思決
定

要 因

計
経年劣化 災害

社会的対
応

効率化・運用見直
し

維持管理の不
徹底

修繕 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1%

更新･増
強

45.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
45.5
%

改造 9.1% 0.0% 27.3% 0.0% 0.0%
36.4
%

再開発 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1%

廃止 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

計 63.6% 0.0% 36.4% 0.0% 0.0%
100.0

%

カナダ



 経年劣化による修繕、更新・増強、改造、再開発、廃止の意思決定は、広くどの国でも行われ
ている。

 災害による意思決定事例が日本で顕在化している。これは、主に気候変動に伴う洪水発生によ
るものである。

 維持管理の不徹底による改造がアメリカで行われているが、揚水発電所の上ダムの事例である。
計測機器の不備による。

 社会的対応による意思決定では、日本、カナダは改造、再開発、廃止等、ハードに関係する意
思決定が主体であるが、オーストラリア、アメリカでは、「その他」のソフトな意思決定が行
われている。
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意思決定

要 因
計

経年劣化 災害 社会的対応
効率化・運用見

直し
維持管理の不徹

底

修繕 0.0%
9.1
%

0.0% 0.0% 0.0% 9.1%

更新･増
強

27.3%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 27.3%

改造 0.0%
0.0
%

9.1% 0.0% 9.1% 18.2%

再開発 9.1%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 9.1%

廃止 0.0%
0.0
%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0.0%
0.0
%

36.4% 0.0% 0.0% 36.4%

計 36.4%
9.1
%

45.5% 0.0% 9.1% 100.0%

アメリカ



b) 社会的対応による意思決定の内訳
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社会的対応

意思決定

総計
修繕

更新増
強

改造 再開発 廃止 その他

公共事業 0.0% 0.0% 6.1% 18.4% 0.0% 0.0%
24.5
%

環境対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 2.0%

魚類保護 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 2.0% 4.1%

第三者被害防
止

0.0% 0.0%
20.4
%

0.0% 2.0% 0.0%
22.4
%

需給対応 0.0% 2.0% 0.0% 2.0% 0.0% 2.0% 6.1%

濁水対策 0.0% 0.0%
16.3

%
0.0% 0.0% 0.0%

16.3
%

設計基準変更 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 6.1%

法令遵守 0.0% 0.0% 8.2% 0.0% 0.0% 8.2%
16.3
%

政情不安 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 2.0%

総計 0.0% 2.0%
59.2
%

22.4% 2.0%
14.3
%

100.0
%

社会的対応

意思決定

総計
修繕

更新
増強

改造 再開発 廃止
その
他

公共事業 0.0% 0.0% 8.8% 26.5% 0.0% 0.0% 35.3%

環境対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

魚類保護 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

第三者被害
防止

0.0% 0.0% 26.5% 0.0% 2.9% 0.0% 29.4%

需給対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

濁水対策 0.0% 0.0% 23.5% 0.0% 0.0% 0.0% 23.5%

設計基準変
更

0.0% 0.0% 8.8% 0.0% 0.0% 0.0% 8.8%

法令遵守 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9%

政情不安 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 0.0%0.0% 70.6% 26.5% 2.9%
0.0
%

100.0
%

全体 日本

• 公共事業に伴う意思決定は日本のみ
• 濁水対策に伴う意思決定は日本のみ
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社会的対応
意思決定

総計
修繕 更新増強 改造 再開発 廃止 その他

公共事業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

環境対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
25.0
%

25.0%

魚類保護 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%
25.0
%

50.0%

第三者被害防
止

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

需給対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
25.0
%

25.0%

濁水対策 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

設計基準変更 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

法令遵守 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

政情不安 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%
75.0
%

100.0
%

オーストラリア

社会的対応
意思決定

総計
修繕 更新増強 改造 再開発 廃止 その他

公共事業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

環境対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

魚類保護 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

第三者被害防
止

0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%

需給対応 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0%

濁水対策 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

設計基準変更 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

法令遵守 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

政情不安 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 0.0% 0.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 100.0%

カナダ

• 環境対応、魚類保護に特化した意思決定
はオーストラリアのみ

• 上流域がアメリカ国内にあるため、アメ
リカの規定を遵守するための意思決定
（ライセンス更新）



 水力の公共性を考えると、第三者被害防止は社
会的対応の重点課題である。

 需給対応に伴う意思決定は、電力自由化に伴い、
増収に向けた措置である。

 日本における濁水対策は、降雨特性、地形・地
質条件に伴う固有の現象で、ステークホルダー
（地元関係者等）に配慮したもの。大陸系の国
では見られない現象であり、ローカルな事象で
もある。

 日本では河川管理者による公共事業に、アメリ
カではライセンス取得に係るFERCの規制に配慮
した意思決定が行われている。

 アメリカの法令遵守に伴う意思決定は、ライセ
ンス更新のために魚類保護のための措置が含ま
れているのに対し、オーストラリアの魚類保護
は生物保護の視点によるもの。（考え方の根元
は同じ）

➢ 水力の場合、河川（水資源）の配分が規制に影響。

➢ 途上国：水力開発重視

➢ 先進国：多様化 →マルチステークホルダー対応

 環境保護が意思決定の要因となっているのは
オーストラリアのみ。
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社会的対応
意思決定

総計
修繕

更新増
強

改造 再開発 廃止 その他

公共事業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

環境対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

魚類保護 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

第三者被害防止0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%20.0%

需給対応 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

濁水対策 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

設計基準変更 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

法令遵守 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 60.0% 80.0%

政情不安 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 80.0%
100.0

%

アメリカ

• 主にライセンス更新のための意思決定で、意
思決定の内容も通常の意思決定に含まれない
範疇のものがある。



ｃ) 意思決定とその対象
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全体 日本

• 日本においては、ダム、洪水吐、水路を対象にした改造が多い。

対象構造物 
意思決定 

合計 
修繕 更新・増強 改造 再開発 廃止 その他 

a. ダム 3.6% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 13.6% 

b. 洪水吐 4.3% 0.0% 15.0% 0.0% 0.0% 0.0% 19.3% 

c. 貯水池 0.7% 0.0% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.4% 

d. 水路 9.3% 0.0% 19.3% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 

e. 水車発電機 0.0% 4.3% 0.0% 0.7% 0.0% 0.0% 5.0% 

f.  電気設備 0.0% 0.0% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 

g. ダム&水路 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.7% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 4.3% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 5.0% 1.4% 0.7% 0.0% 0.0% 7.1% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 1.4% 0.0% 5.7% 0.0% 0.0% 7.1% 

k. 全設備 0.7% 0.7% 0.0% 2.9% 1.4% 0.0% 5.7% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 20.7% 12.1% 52.1% 13.6% 1.4% 0.0% 100.0% 

 

対象構造物 

意思決定 

合計 

修繕 更新・増強 改造 再開発 廃止 その他 

a. ダム 3.1% 0.0% 9.7% 0.0% 0.0% 0.0% 12.8% 

b. 洪水吐 3.6% 0.0% 12.2% 0.0% 0.0% 0.0% 15.8% 

c. 貯水池 1.0% 0.0% 4.1% 0.0% 0.0% 1.0% 6.1% 

d. 水路 6.6% 0.0% 15.8% 0.0% 0.0% 1.0% 23.5% 

e. 水車発電機 0.5% 14.3% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 15.3% 

f.  電気設備 0.0% 2.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 

g. ダム&水路 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.5% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 3.6% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.5% 3.6% 1.0% 0.5% 0.0% 0.0% 5.6% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.5% 1.0% 0.0% 4.1% 0.0% 0.0% 5.6% 

k. 全設備 0.5% 0.5% 0.0% 3.6% 1.5% 0.0% 6.1% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 1.5% 

合計 17.9% 21.9% 43.4% 11.7% 1.5% 3.6% 100.0% 
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オーストラリア カナダ

➢ オーストラリアでは貯水池、水路を対象にその他の意思決定が行われた。
➢ カナダでは、水車発電機の更新・増強が際立っている。

対象構造物 
意思決定 

合計 
修繕 更新・増強 改造 再開発 廃止 その他 

a. ダム 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 

b. 洪水吐 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

c. 貯水池 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 9.1% 

d. 水路 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 18.2% 36.4% 

e. 水車発電機 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 

f.  電気設備 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

g. ダム&水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

k. 全設備 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 9.1% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 0.0% 27.3% 36.4% 0.0% 9.1% 27.3% 100.0% 

 

対象構造物 
意思決定 

合計 
修繕 更新・増強 改造 再開発 廃止 その他 

a. ダム 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

b. 洪水吐 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 

c. 貯水池 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

d. 水路 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 

e. 水車発電機 0.0% 36.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 36.4% 

f.  電気設備 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

g. ダム&水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

k. 全設備 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 9.1% 45.5% 36.4% 9.1% 0.0% 0.0% 100.0% 
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アメリカ

➢ アメリカでは「その他」を対象にした「その他」の意思決定が際
立っている。

対象構造物 
意思決定 

合計 
修繕 更新・増強 改造 再開発 廃止 その他 

a. ダム 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 

b. 洪水吐 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

c. 貯水池 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 9.1% 

d. 水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

e. 水車発電機 0.0% 27.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3% 

f.  電気設備 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

g. ダム&水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

k. 全設備 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3% 27.3% 

合計 9.1% 27.3% 18.2% 9.1% 0.0% 36.4% 100.0% 

 



ｄ) 意思決定要因とその対象
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全体

対象構造物 

意思決定要因 合計 

経年劣化 災害 社会的対応 
効率化・ 

運用見直し 

維持管理

の不徹底 
  

a. ダム 8.1% 3.0% 1.0% 0.0% 0.5% 12.7% 

b. 洪水吐 8.1% 3.6% 2.5% 1.5% 0.0% 15.7% 

c. 貯水池 1.0% 0.0% 5.1% 0.0% 0.0% 6.1% 

d. 水路 8.6% 7.1% 7.1% 0.5% 0.0% 23.4% 

e. 水車発電機 14.2% 0.0% 0.5% 0.5% 0.5% 15.7% 

f.  電気設備 2.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 2.5% 

g. ダム&水路 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 

h. 水路＆水車発電機 2.0% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 3.6% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 2.5% 0.5% 1.5% 0.5% 0.5% 5.6% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 4.1% 1.0% 0.5% 0.0% 0.0% 5.6% 

k. 全設備 2.0% 0.5% 3.6% 0.0% 0.0% 6.1% 

l. その他 0.0% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 1.5% 

合計 52.8% 17.3% 24.9% 3.6% 1.5% 100.0% 

 

日本
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オーストラリア

対象構造物 

意思決定要因 
合計 

  経年劣化 災害 
社会的

対応 

効率化・ 

運用見直し 

維持管理

の不徹底 

a. ダム 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

b. 洪水吐 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 18.2% 

c. 貯水池 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

d. 水路 9.1% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 18.2% 

e. 水車発電機 36.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 36.4% 

f.  電気設備 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

g. ダム&水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

h. 水路＆水車発電機 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

k. 全設備 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 

l. その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 63.6% 0.0% 36.4% 0.0% 0.0% 100.0% 

 

カナダ
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アメリカ

対象構造物 

意思決定要因 
合計 

  経年劣化 災害 
社会的

対応 

効率化・ 

運用見直し 

維持管理

の不徹底 

a. ダム 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 9.1% 18.2% 

b. 洪水吐 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

c. 貯水池 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 

d. 水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

e. 水車発電機 27.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3% 

f.  電気設備 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

g. ダム&水路 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

h. 水路＆水車発電機 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

i. 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

j. 水路 & 水車発電機 & 発電所建屋 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

k. 全設備 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

l. その他 0.0% 0.0% 27.3% 0.0% 0.0% 27.3% 

合計 36.4% 9.1% 45.5% 0.0% 9.1% 100.0% 

 

• 意思決定の主な要因は4か国とも経
年劣化と社会的対応である。日本
では、災害も顕在化している。

• 経年劣化の対象は、日本では主に
洪水吐と水路であるが、オースト
ラリアは水路と水車発電機、カナ
ダ、アメリカは水車発電機である。

• 社会的対応では、日本の主な対象
は水路、貯水池、オーストラリア
は水路、ダム、貯水池、カナダは
洪水吐と水路であるのに対して、
アメリカではその他（発電所関係
設備以外）である。

• 更新・増強の対象はどの国も水車
発電機である。

• 改造の対象はどの国もダム、洪水
吐、水路のいずれかである。

• 再開発の対象は全設備あるいは水
路、水車発電機、発電所関連であ
る。

• 「その他」の意思決定の対象は、
オーストラリアでは水路、貯水池、
アメリカでは貯水池と「その他」
（発電所関係設備以外）である。



2) 総合評価
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総合評価
調査対象国

全体 日本 オーストラリア カナダ アメリカ
主な意思決定とその要
因

経年劣化による更新・増強、改造
社会的対応による改造

災害による修繕、改造
社会的対応による改造、再開
発

社会的対応による「その他」 全体に同じ
経年劣化による更新・増強、
再開発
社会的対応による「その他」

社会的対応による意思
決定

公共事業による再開発、改造
濁水対策による改造
第三者被害防止による改造

魚類保護による改造、その他
環境対応によるその他
需給対応によるその他

法令遵守による改造
第三者被害防止による改造
需給対応による再開発

法令遵守によるその他、改造
第三者被害防止によるその他

意思決定および要因と
その対象

経年劣化の対象は水車発電機、水
路、ダム、洪水吐
社会的対応の対象は水路、貯水池
改造の対象は水路。洪水吐、ダム
更新・増強の対象は水車発電機
修繕の対象は、水路、洪水吐、ダ
ム

経年劣化の対象は洪水吐、水
路
災害の対象は水路
社会的対応の対象は水路、貯
水池
改造の対象は水路、洪水吐、
ダム
修繕の対象は水路、洪水吐、
ダム

経年劣化の対象は水路、水車
発電機、ダム
社会的対応の対象は水路、洪
水吐
改造の対象はダム、水路
更新・増強の対象は水車発電
機、電気設備
その他の対象は水路、貯水池

経年劣化の対象は水車発電機、
貯水池、水路
社会的対応の対象は洪水吐、
貯水池、全設備
更新・増強の対象は水車発電
機、電気設備
改造の対象は洪水吐、水路

社会的対応の対象はその他、
ダム、貯水池
経年劣化の対象は水車発電機
その他の対象はその他、貯水
池
更新・増強の対象は水車発電
機

水力を取り巻く国内情
勢

ー
水力の国内シェアは小さい。
河川法遵守（国土交通省）
地域対応

環境への配慮が重視されてお
り、水力開発の機会は希少。
電力自由化に伴い、設備の稼
働と価値が強く重視されてい
る。

水力が国内シェアの6割近く
を占めている。

水力の国内シェアは小さい。
河川の水資源は縦割り管理
（連邦開拓局）
主に公営Utilityにより運営
厳しい規制（FERC,連邦会開
拓局、陸軍工兵隊）

電力体制
発送配分離（2020）
小売自由化（2016）

電気事業規制は連邦レベルと
州レベルに分かれているが連
邦レベルが強化。
発送配分離（1996）
国家電力市場と州電力市場
（2006）

電力規制は州が絶対的な権限
を持っている。
公営Utilityは規制権者である
と同時に事業者であり。プラ
イベートUtilityは規制を絶対
遵守。
電力体制は州独立で、自由化
が進んだ州もあれば、遅れて
いる州もある。

FERCが絶対的な権限を有す
る。
水力シェアの大きい地域では
相対取引。
価格については州公益事業委
員会により厳しく管理

総合評価

河川を利用するため、ステークホ
ルダーへの配慮による意思決定が
行われている。（第三者、地域住
民、河川管理者、規制部門、環境
部門等、国によりさまざま。）
経年劣化に伴い、水車発電機の更
新・増強やダム、洪水吐、水路の
修繕、改造が適宜、行われている。
（発電所の資産価値の維持、向
上）

災害に伴う修繕、改造の意思
決定が顕在化している。その
対象は水路が多い。地球的規
模の気候変動の影響か？
河川管理者による公共事業に
伴う発電所の再開発の意思決
定は日本固有の事例。
貯水池の濁水の発生は日本の
地形地質条件や気象事件に伴
うものであるが、その対応の
ための意思決定が行われてい
る。これは地域への配慮によ
るところが大きい。

魚類保護、環境対応、需給対
応が意思決定要因になってい
る。
通常の発電所設備に手を加え
る意思決定以外に既設の貯水
池や発電所の運転運用の見直
しといったソフト面での対処
が意思決定となっている。

社会的な対応は第三者（地域
住民）を配慮したものが多く、
経年劣化に伴い、水車発電機
の更新・増強やダム、洪水吐、
水路の修繕、改造が適宜、行
われている。（発電所の資産
価値の維持、向上）

水力は河川の水資源管理下に
あり、他のステークホルダー
との協調が求められている。
水力のライセンス取得は上記
の水資源管理に係る規制遵守
が前提となっている。
新規水力開発が期待できない
ため、既存のアセットの価値
向上が求められている。
保守運用上の意思決定は、規
制遵守と既存アセットの価値
好王に重点が置かれている。
料金についても州レベルで管
理されているため、意思決定
に伴うコストも抑制。（発電
所以外に投資）



（６） 提言
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Annex-XVの見取り図



1) 保守および意思決定の合理化

2) 情報の共有

3) 最新技術の導入

4)今後の課題
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1) 保守および意思決定の合理化

 水力先進国では、新規水力開発機会の減少および電力自由化、ま
た規制市場における顧客からの低廉な料金の維持の要請等により、
水力発電所を所有するUtilityには経営合理化が求められている。

 既設水力発電所の資産価値の維持向上の観点から、電力インフラ
へのアセットマネジメント導入を図るUtilityが増加しつつある。

 各Utilityは経営基盤の強化を求められており、技術的な課題と財
務的な課題の両立は必須である。そのためには保守および意思決
定の合理的な手法の確立については、独自のノウハウの確立を図
るUtilityも見られる一方で、アセットマネジメンとして標準化さ
れているISO55001認証を参考にしているUtilityも見られる。
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２)情報の共有

 水力発電所の保守および意思決定については各Utilityの内部事情
による側面も多々あるため、意思決定その他の情報公開は難しい
側面もある。そうした状況の下、ISO55001の導入に向けて、国の
枠を越えたUtilityが運転実績等のデータを提供し、電気関連設備
について保守における意思決定に係る情報を提示すソフトウエア)、
並びにこれと連動して、財務分析によりトータルライフサイクル
コストの現在価値等の経済性指標を算出するソフトウエア7)を開発
し、Utilityの要請に応じて、これらのソフトウエアや保守関連マ
ニュアルのひな形等を提供し、アセットマネジメントノウハウの
確立（最終的にはISO55001の認証取得）を支援する団体もある。

 水力先進国においては、自国の新規水力開発機会の減少に伴い、
事業拡大を模索した結果、海外に多くの水力アセットを所有し、
運転保守を行っているUtilityが多々あるなかでは、ISO55001によ
るアセットマネジメントの標準化が進められる状況の下、このよ
うな保守に関する情報共有も重要になってくる。
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3)最新技術の導入

a)最新技術の導入として、 DX技術等の発達により、アセットの

保守の合理化や迅速な意思決定につながるものと考えられる。

 アセットマネジメント導入の要因として、自社における情報の
デジタル化が確立されたことを挙げるUtilityもあった。

 水力に限らず、自社の所有するアセットのすべての発電機器の
運転情報を発電状況のみならず、軸受け温度や振動等の機器の
稼働状況に至るまでオンタイムで確認できる施設を有する
Utilityもあった。

b)これからは、最新技術動向のトレースも保守および意思決定

の合理化に向けた重要な要素となりうる。
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4)今後の課題

 本Annexの活動の結果、マルチステークホルダーへの対応に伴う
意思決定事例が多々見られ、またそのUtilityが対応すべきマルチ
ステークホルダーの内訳は国により異なることが判明した。

 各Utilityの内部で行われる意思決定は、アセットマネジメント導
入に伴い、数的な指標による評価に基づくものになりつつあるが、
その評価においてはマルチステークホルダーへの対応に伴う費用
のみならず、その便益の数的な評価も重要な課題になってくる。

 今次調査では、大陸国における保守における意思決定においては
災害が要因となる事例は散見された程度であったが、今後、地球
的規模の気象変動の進行に伴い、日本同様に、災害により既存の
発電所がダメージを受ける機会が世界的に増加すると予測される。
既存の発電所の価値の向上の一環として、レジリエンスの向上お
よびそのための技術的な対応も重要な課題になってくると思われ
る。
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御清聴ありがとうございました
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